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 環境負荷が小さいことから電気自動車(EV)がガソリン車の代替として世界中から期

待が寄せられているが未だ普及には至っていない．その原因として，バッテリーに起因

する課題が挙げられる．すなわち，1)航続距離が短い，2)バッテリー充電時間が長い，

3)バッテリーが高コスト，である．大平らは電化道路電気自動車(EVER)と呼ぶ走行中

の EV へワイヤレスに給電する技術の研究を行っており，この技術が EV 普及の起爆剤

となると考えている．これまでに大平らは，車両模型や電動カートといった数百 W 級

EV において EVER の実証実験を行ってきた．本論文では EVER の実用化に向けた研

究について述べる． 
 2 章では本論文に関する背景技術について述べる．3 章では，オシロスコープとメビ

ウス変換による非線形負荷インピーダンス測定手法について提案する．ワイヤレス給電

により電力を供給される負荷には，電球や整流回路といった入力電力に対し非線形なイ

ンピーダンスを持つ回路が想定される．このような非線形負荷に対し効率良く電力を給

電するには，動作状態におけるインピーダンスを測定する必要がある．そこで，オシロ

スコープとメビウス変換を利用することにより，安価で簡易に動作状態における非線形

インピーダンスが測定可能であることを示す．4 章では，電化道路が長区間敷設された

際に発生する定在波を起因とした給電効率の低下の抑制について述べる．これまでに鈴

木らにより右手左手複合系電化道路による定在波抑制を提案しているが，本手法は道路

に周期的に高周波回路を埋設する必要がある．そこで電化道路遠端に可変リアクタを装

荷することで，負荷が任意の位置にある時最大の給電効率を得るための手法を提案す

る．また，提案手法についてシミュレーションおよび実証実験を行い，提案手法が正し

く動作することを示す．5 章では，汎用建材による走行中ワイヤレス給電の実証実験に

ついて述べる。まず，汎用建材であるモルタルを用いた屋内用電化道路(電化フロア)の
開発について述べる．モルタルは内部に水分を含有するため，電界結合を用いる方式で

は給電効率の大幅な劣化が懸念される．そこで給電効率劣化の緩和に向け，モルタル内

部に鋼繊維を添加することを提案する．実際に鋼繊維を添加したモルタルパネルを試作

し，比誘電率および誘電正接を測定することで鋼繊維による効果を評価する．最も給電

効率が高くなるように鋼繊維の添加量を調整したモルタルを表層とした8の次周回電化

フロアを試作する．試作した電化フロアにより，500W 級電動カートのバッテリーレス



走行実験を行い，汎用建材による電化フロア構築が可能であることを示す．次に，アス

ファルトを表層とした電化道路による走行中ワイヤレス給電の実証実験について述べ

る．モルタルと同様，材料や構造について評価を行い，高い給電効率を得られる材料お

よび道路断面構造を検討する．検討した材料・構造を用いて豊橋技術科学大学内に直線

30m 電化道路を敷設する．敷設した電化道路によるバッテリーを取り外した 5kW 級

EV の走行実験を行い，大電力集電かつ長距離走行が可能であることを実証する． 
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 Electric vehicles (EVs) are expected to replace gasoline vehicles since electric 
motors exhibit much higher energy efficiency than fossil fuel engines. However, the 
EV has not been deployed for the moment. This is supposed to come from batteries, 
which bring three problems: 1) short cruising range, 2) long battery recharging time, 
and 3) high battery cost. With such background, Hanazawa and Ohira are working 
on a technique for wireless power transfer to a running EV called Electric Railway 
Electric Vehicle (EVER). They believe that this technology will become an initiator 
for mass deployment of EVs. EVER has three advantages as follows: 1) Tolerant of 
transverse drift of the vehicle thanks to the electrodes wider than the tires. 2) 
Constant coupling capacitance between the feeder electrode and the tire since the 
tire is always on the road surface without the air gap. 3) Less field emission since 
the electric field concentrates between the electrode and the tire. They have carried 
out demonstration experiments of EVER at EVs, such as 1/32 scale vehicle models 
and electric carts.  
 This paper presents key technologies for practical implementation of EVER. 
Chapter 1 describes that how EV is needed in our future society, what is wireless 
power transfer, and history of research on wireless power transfer to traveling EVs. 
Chapter 2 describes the background technologies related to my work. I explain that 
what are EVER, Via-Wheel Power Transfer, kQ, and composite right- and 
left-handed electrified roadway. Chapter 3 describes a nonlinear load impedance 
measurement scheme using an oscilloscope and Mobius transformation. Power 
transfer efficiency is one of the most important issues in RF system design. 
Especially in RF power transfer systems, impedance matching is much more crucial 
than that required in communication systems. This is because even small 
mismatches may cause an unacceptable amount of reflection in power systems. I 
present a new approach to high-power impedance measurement featuring an 
oscilloscope and Mobius transformation. This enables us to observe a 
power-dependent load as is exposed to RF power in the actual application level in 



real time. Chapter 4 describes power transfer efficiency degradation caused by the 
standing waves generated when the long section of the electrified roadway is 
assumed. Previous work proposed the restraints of standing waves by the composite 
right- and left-handed electrified roadway. However, this method needs periodically 
buried high frequency circuits under the roadway surface. Therefore, I propose a 
new scheme to obtain the maximum power transfer efficiency for the load placed at 
an arbitrary position. The feature of the proposed system is to load a variable 
reactor at the far end of the electrified roadway. This has a very simple configuration 
and it is not necessary to periodically bury the circuit under the roadway. In the 
simulation and demonstration experiments, I show that the proposed system works 
as expected. Chapter 5 describes the demonstration experiment of EVER by general 
purpose building materials. First, I describe a development of mortar-paved 
electrified floor for dynamic powering to EV. I find that the power transfer efficiency 
degradation stems from the mortar containing water inside. I propose a novel 
mortar that employs ultra high strength fiber which has high dielectric constant 
and low loss tangent simultaneously. I evaluate electrified floor structure by using 
electromagnetic field analysis and discover a cross sectional structure that can 
reach high power transfer efficiency. I fabricate a prototype of mortar-paved 
electrified eight-shape course and demonstrate battery-less running of an electric 
cart. As a result of running tests, I show that the electric cart continuously runs at 5 
km/h and the EVER system with the mortar surface layer works well. 
 Second, I describe a development of asphalt-paved electrified roadway for dynamic 
powering to EV. Like mortar, I evaluate materials and structures, and consider 
materials and road cross-sectional structures that can achieve high power transfer 
efficiency. Using the materials and structures developed, I made a straight 30 m 
electrified roadway in the campus at Toyohashi University of Technology. I also 
develop a far-end reactive matching (FERMAT) system to solve the problem of 
standing wave. I made a running test of a 5 kW class battery-less EV on the 
fabricated electrified roadway. As a result of running tests, the electric cart 
continued running outdoors at 10 km/h and the EVER system with the asphalt 
surface layer was successful. I believe that this is a major step of practical 
application of EVER. Chapter 6 describes the conclusion and prospects for the 
future. 
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第1章

序論

1.1 電気自動車への期待と課題
CO2排出量削減など低炭素社会の実現が地球規模の課題であることは論を俟たな

い．全国地球温暖化防止活動推進センター (JCCCA)の調査によると，世界のCO2排
出量は 1950年を境に爆発的に増加しており，近年では毎年約 330億トンの排出量と
なっている [1]．その内わが国におけるCO2排出量は 3.6%と世界で 5番目に多い．ま
た温室効果ガスによる地球温暖化の寄与のうちCO2は 76.7%を占めており，CO2が
地球温暖化の最大の原因となっていることも明らかとなっている．温室効果ガスに
よる地球温暖化の防止に向け，2015年 12月に国連気候変動枠組条約第 21回締約国
会議（COP21）において全ての国が地球温暖化対策に取り組むことを合意した [2]．
各国は低炭素社会に向けた長期戦略を描いており，わが国においても 2030年までに
2013年度比で温室効果ガスの排出を 26%削減することを目標と掲げている．この目
標を達成するため，わが国では多様な再生可能エネルギーの導入や，住宅・建築物
の省エネや Zero Energy Building(ZEB)化の推進，高効率半導体デバイスの開発など
が行われている．その取り組みのひとつとして電気自動車 (EV)の導入が進められて
いる．我が国において EVや PHVは今後の次世代自動車戦略の柱のひとつと捉えら
れており，2016年には「EV・PHVロードマップ」を経済産業省が公表している [3]．
このロードマップにおいて，現在 15万台程度普及している EV・PHVを，2020年
には累積 100万台程度，2030年には 1000万台程度まで大幅に増やすことを目標と
している．加えて EVはガソリン車と比べ 1km走行あたりの必要エネルギー量が約
1/3(EV：0.94MJ/km，ガソリン車：2.7MJ/km)，またCO2排出量が約 1/4と少ないこ
とから (EV：49g-CO2/km，ガソリン車：193g-CO2/km) [4]，世界中で普及が望まれ
ている．しかし現在わが国における電気自動車の普及率は自動車保有台数のうち約
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7%程度 (ハイブリッド車含む)にとどまっている [5] [6]．この原因として，以下に示
すバッテリーに起因する課題があるためと考えられる．

• 蓄電容量に限界があり航続距離が短い
ガソリン車と比べEVの航続距離は半分程度であり，長距離の移動には頻繁な
充電が必要となる煩雑さがある．

• バッテリーの充電時間が長い
通常充電で 10時間程度，急速充電で 30分程度の充電時間であり，航続距離の
短さによる充電回数の増加はユーザへの負担が大きい．

• バッテリーのコストが高い
リチウムイオン電池は 1kWhあたり 200,000円 [7]であり，ガソリン車と比べ
コストメリットが少ない．

EVの普及に向けこれらバッテリーに起因する課題の解決は必須であり，革新的な
バッテリーの開発や，ワイヤレス給電技術による走行中給電が期待されている．

図 1.1世界の年間 CO2排出量推移 (出典：温室効果ガスインベントリオフィス全国地球温暖
化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より)

1.2 ワイヤレス給電による解決
この課題の解決に向け，EVがバッテリーに蓄えた電気を「持ち運ぶ」ことで走行

するのではなく，必要なときに必要なだけ「受け取る」ことが可能な「道路」と「エ
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図 1.2 2014年における国別 CO2排出量 (出典：温室効果ガスインベントリオフィス全国地
球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より)

ネルギー供給施設」を複合した革新的な道路インフラが提案されている．このイン
フラにより，EVはバッテリーに起因する課題から解放されることになる．EVは道
路から常に電力を受け取り走行し続けることが可能となり，航続距離は無制限とな
る．EVに搭載するバッテリーは給電機能をもたない道路を走行するために必要な
最小限の容量となり，イニシャルコストの大幅な低減や車体の軽量化が期待できる．
加えて，ガソリン車や燃料電池車，通常の EVとは異なり燃料供給施設へ立ち寄り
が不要となりユーザの利便性が飛躍的に向上する．さらに，我が国の運輸分野にお
いて，ガソリン車から EVへのパラダイムシフトに成功すると，CO2およびエネル
ギー資源の大幅な削減効果が見込める．また，屋外の道路のみならず生産施設のよ
うな屋内を走行する電動カート，無人搬送車などの EVに対しても走行中のワイヤ
レス給電が可能な床構造を実現することで，バッテリーに起因するイニシャルコス
トの削減やメンテナンスの省力化および待機台数の削減による生産性向上が期待で
きる．走行中の車両へ電力を給電する手段として，電車のパンタグラフのような架
線からの給電が考えられる．しかし架線による給電では，乗用車からバスまたはト
ラックといった様々な車高を持つ車両に対し給電するための架線を敷設することは
難しい．また，車両自体に架線から電力を受けとるための機構を装荷する必要があ
り，そのことは車体重量やコストに大きく影響する．そのため，既存の道路インフ
ラに大きな変更を加えることなく，様々なサイズの車両に対し給電が可能な方式が
望まれている．
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このような道路インフラを構築するための手段としてワイヤレス給電の研究が活
発に行われている．ワイヤレス給電とは，磁界，電界または電磁波を利用し有線を用
いずに電力を供給する技術である．2000年代までのワイヤレス給電には電磁誘導と
呼ばれる方式を利用した開発が主であり，電動歯ブラシやコードレス電話への給電，
近距離無線通信 (Near Field Communication: NFC)の規格に準拠した Felicaといった
製品への給電技術として実用化されている．一方，送電-受電器間距離が非常に短い
ことが課題となっていた．ワイヤレス給電技術に革命を起こしたのが 2006年に米国
MITが示した磁界共鳴による方式 [8]である．MITの提案した方式は，電磁誘導で
使用されるコイル線間のキャパシタンスを利用し高いQ値の LC共振を発生させる．
それにより伝送効率を高めることで送電距離を伸ばすことに成功した．このデモン
ストレーションによりワイヤレス給電の応用展開の可能性が広く認知され，現在世
界中で盛んに研究・開発が行われるようになった [9]- [88]．以下に現在研究されて
いるワイヤレス給電方式を紹介する．

1.2.1 電磁誘導
電磁誘導方式とは，対向したコイルの一方に高周波電流を流すことで，他方のコ

イルに誘導電圧が励起され給電を行う方式である．電磁誘導によるワイヤレス給電
は既に実用化されており，電動歯ブラシ，コードレス電話，電動シェーバーといっ
た機器の充電に使用されている．またNFCのひとつである Felicaにも用いられてい
る．このような民生品にも多く使われていることから高周波回路や電源，コイル等
が安価であり入手性が高いという利点がある．

1.2.2 磁界結合/共鳴
磁界結合/共鳴方式は，2006年に米国MITが提案し，現在最も議論が活発に行わ

れている方式である．給電用カプラとしてコイルを用いることは電磁誘導方式と同
じだが，コイルの線間容量を利用しQ値の高い LC共振を発生させることが大きな
相異点である．MITの実証実験により，Q値を高めることでコイル間距離が離れて
いても (結合が小さくとも)電力を供給できることが示された (図 1.3)．磁界結合/共
鳴を利用した製品として，株式会社ダイヘンより生産施設内を走行する無人搬送車
(Auto Guided Vehicle: AGV)向けの充電システムが販売されている [9]．
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図 1.3 MITによるワイヤレス給電の実証実験 (出典：MIT Newsホームページより)

1.2.3 電界結合/共鳴
電界結合/共鳴方式は，磁界結合/共鳴方式と異なり給電カプラがコイルではなく平

板電極となることが特徴である．対向する平板電極はコンデンサと等価とみなすこ
とができ，送電周波数を高周波とすることで電力を供給することが可能となる．本
方式はカプラにコイルを用いないことから安価に構築できることや，位置ずれによ
る効率低下が少ない利点がある．2011年には村田製作所による iPad向け電界結合式
ワイヤレス電力伝送システムが製品化された [10]．また，花澤らが提案した走行中
EV向けワイヤレス給電道路 (Electric Vehicle on Electrified Roadway: EVER)も本方
式を用いることを特徴としている．EVERの構想，原理については次章で詳しく述
べる．

1.2.4 マイクロ波送電
マイクロ波送電方式は上記 2つの方式より遥かに高い周波数の電磁波を用いるこ

とを特徴としている．現在 920MHz帯，2.45GHz帯，5.8GHz帯によるマイクロ波給
電の研究開発が進められている．電磁波を用いることから非常に長距離を送電する
ことが可能であり，現在宇宙で発電した電力を地上へ送電するシステム (宇宙太陽光
発電)の研究が行われている (図 1.4) [11]．また，海外動向として，2008年に創業さ
れた米国Ossia社は，最大 10m程度まで離れた携帯端末に 1Wの電力を供給するシ
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ステムを公表している．このシステムはCotaと名付けられ，マルチパスによるビー
コン波により携帯端末の位置を特定し，その経路を用いて安全に電力を供給するこ
とを特徴としている．

図 1.4宇宙太陽光発電のコンセプト (出典：一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構)

1.3 走行中ワイヤレス給電
走行中のEVへワイヤレス給電を行う試み自体は古くからあり，1979年にはBolger

らによる電磁誘導を用いた走行中ワイヤレス給電の研究が報告されている [12]．文
献 [12]では路面下に埋設したワンターンコイルに 180Hz，1000Aの電流を流し車体
下に取り付けられたピックアップコイルにより受電する構想が紹介されている．ま
た，1990年代にはThe University of Aucklandの研究チームにより 10kHzの周波数を
用いた走行中給電システムの提案も行なわれている．同大学は日本のダイフク社と
交流が深く，ダイフク社は工場内AGVへのワイヤレス給電機器の開発・販売を行っ
ている [13]．1994年には米国カリフォルニア州にて Partner for Advanced Transit and

Highways (PATH) Projectによる大規模実証実験が実施された [14]．これは路面下に
埋設したコイルに 400Hzの周波数で電力を供給し，電磁誘導方式により車体に取り
付けたピックアップコイルが電力を受けとる．実証実験において，100kW出力時に
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60%の給電効率を達成している．ただし，動作時においてピックアップコイルの地
上高が 2∼4インチと非常に道路面に近接することが課題である．

MITによる磁界共鳴のデモンストレーションによりワイヤレス給電の研究はさら
に活発なものとなり，2000年代には，韓国科学技術院 (KAIST)によるOnline Electric

Vehicle(OLEV)が報告されている [15]- [19]．OLEVは周波数 20kHz，インバータ出
力 200kWの電力を 82%の効率で受電することを報告している．2013年には 24kmに
わたる長区間の道路において試験運用を開始している．ただし実際に走行中給電を
行う区間はこのうち 144mとなっており，現状としては停車中給電により走行用の
電力を受けとっている．

図 1.5韓国にて実用化された OLEV(出典：韓国科学技術院 HP)

また，米国オークリッジ国立研究所 (Oak Ridge National Laboratory：ORNL)にお
いて，図 1.6に示すように路面下にコイルを縦列に埋設する構造が提案されており，
2016年に EVへの 20kWワイヤレス充電実証実験に成功している [20] [21]．
さらに英国の公営企業であるHighways Englandは，高速道路を模した施設による

走行中ワイヤレス給電の実験を開始している [22]．英国政府は 2020年までにこのプ
ロジェクトに 5億ポンドの投資を行うことを表明しており，英国において走行中ワ
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図 1.6米国オークリッジ国立研究所による走行中ワイヤレス給電システムのコンセプト (出
典：オークリッジ国立研究所)

イヤレス給電が非常に高い関心を持たれていることがわかる．米国の半導体メーカ
であるQualcommは，電磁誘導方式によるワイヤレス給電システムの開発を行って
いる [23]．同社の開発したDDコイルを用いることで，3.7kWから 22kWまで給電
が可能となっている．現在のところは停車中充電に向けた取り組みを行っているが，
今後移動体への給電も検討される予定である．
我が国におけるワイヤレス給電の取り組みとしては，株式会社ダイヘン，昭和飛

行機株式会社，株式会社ビー・アンド・プラスなどによるAGV用ワイヤレス給電シ
ステムが販売されていることが挙げられる．2013年には東亜道路工業がワイヤレス
給電用特殊セメントを開発した．道路下に送電装置を埋設し道路表層を施工する際，
転圧作業によるワイヤの断線等が課題となっていた．東亜道路工業はこの転圧作業
を不要とする特殊セメントを開発し，4cm程度の深さに装置類を埋め込めることを
可能とした．また，東京大学らの研究グループは，ワイヤレス給電機能を有するイン
ホイールモータを開発し走行中ワイヤレス給電の実証実験に成功している [24]．道
路に埋設した送電コイルから直接インホイールモータへ給電可能なため，従来のコ
イルを用いた方式と比べ高効率となることを特徴としている．さらに受電コイルを
車体ではなくタイヤに搭載することで，送電-受電コイル間距離を短くすることや，
車体の浮き沈みによる送電-受電コイル間距離の変動を抑制している．
豊田中央研究所の花澤らは，これまで紹介した磁界による走行中ワイヤレス給電
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と異なり，電界による走行中ワイヤレス給電システムを提案している [25]．これは
路面下に埋設した送電電極板とタイヤ内スチールベルトを容量結合させることで電
力を伝送する方式であり，安定した結合度や位置ずれに強いこと，漏えい電磁界量
が少ないことが期待されている．
このように走行中ワイヤレス給電は世界中で注目を集める技術であり，我が国に

おいても早期の実用化に向け研究活動が行われている．矢野経済研究所によると，走
行中ワイヤレス給電システムの国内市場規模の予測として，2020年には車両・イン
フラ含め 750億円，2040年には 3400億円の規模となることが予想されており [26]，
これによる産業の活性化や新たな産業の創出も期待されている．

1.4 本研究の立ち位置
本研究は電界結合方式による走行中ワイヤレス給電の実用化に向けた研究を行う．

既存研究と本研究の立ち位置を図 1.7および図 1.8に示す．既存研究として，鈴木ら
は小型車両模型を用いた電界結合方式によるワイヤレス給電の実証 [27] [28]，長区
間敷設時における給電効率低下抑制手法の検討，500W級一人乗り電動カートへの走
行中ワイヤレス給電の実証を報告している [29] [30]．しかしこれらの報告はあくま
で電気的な実証が主であり，最終的な市場展開のためのシステム全体の高効率化や，
一般建材を用いた実際的な道路構造や材料を踏まえた検討が未着手であった．そこ
で本研究では，電界結合方式による走行中ワイヤレス給電システムの実用化に向け
た検討を行う．具体的には，非線形回路の動作状態におけるインピーダンス測定手
法を提案し，システムの高効率化を図る．また，長距離給電時に発生する電力伝送
効率低下を抑制する新手法を提案し，安定的な電力伝送が可能であることを理論と
実験により実証する．さらに，モルタルやアスファルトといった汎用建材を用いた
ワイヤレス給電走行路の材料や断面構造について検討し，一人乗り EVへの走行中
ワイヤレス給電を実証する．これらの研究により，電界結合を用いた走行中ワイヤ
レス給電の実用化に向けて技術開発が大きく前進することが期待できる．

1.5 本論文の構成
以下に本論文の構成を示す．2章では本論文に関する背景技術について述べる．具

体的には，花澤らが提案している電化道路電気自動車 (Electric Vehicle on Electrified

Roadway: EVER)のコンセプトについて述べ，EVERを実現するタイヤ集電方式に
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図 1.7本研究の立ち位置

ついて説明する [25]．また，結合器の性能を示す kQ積と理論最大効率 ηmaxについて
説明する．さらに，電化道路が長距離となった際に生じる定在波に起因する電力伝
送効率低下を抑制する手法として，右手左手複合系給電線路 [30]について説明する．

3章では，オシロスコープとメビウス変換による非線形負荷インピーダンス測定
手法について提案する．ワイヤレス給電により電力を供給される負荷には，電球や
整流回路といった入力電力に対し非線形なインピーダンスを持つ回路が想定される．
このような非線形負荷に対し効率良く電力を給電するには，動作状態におけるイン
ピーダンスを測定する必要がある．しかし，通常のLCRメータやインピーダンスア
ナライザ，ベクトルネットワークアナライザ等では入力可能な電力がmWオーダー
と小さいため，動作状態にある非線形負荷インピーダンス測定には不向きである．
非線形インピーダンスは NVNA(Non-linear Vector Network Analyzer)のような機器
を用いることで測定可能であるが，これらの機器は非常に高価であることが課題で
ある．そこで，オシロスコープとメビウス変換を利用することにより，安価で簡易
に動作状態における非線形インピーダンスが測定可能であることを示す．本システ
ムは，5章で行う実証実験において，500W級電動カートの整流回路および 5kW級
EVの整流回路の動作特性を評価し，整合回路を試作するために使用されている．
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図 1.8 EVERシステム内における本研究の立ち位置

4章では，電化道路が長区間敷設された際に発生する定在波を起因とした給電効
率の低下の抑制について述べる．これまでに鈴木らにより右手左手複合系給電線路
による定在波抑制が実証されているが，この手法は道路に周期的に高周波回路を埋
設する必要があるという課題がある．筆者はそれに代わる解決手法として，電化道
路遠端に可変リアクタを装荷する新たな電化道路構造を提案する．提案手法につい
て理論解析を行い，負荷がどの位置にあっても最大の給電効率を得ることが可能で
あることを示す．また，提案手法についてシミュレーションを行い，提案構造が有
効に動作することを示す．さらに小型 EVERモデルを用いて実証実験を行い，提案
構造が実際に試作可能であることを示す．

5章では，汎用建材を用いた電化道路における走行中ワイヤレス給電の実証実験
について述べる．まず，汎用建材であるモルタルを用いた屋内用電化道路 (電化フロ
ア)の開発について述べる．モルタルは内部に水分を含有するため，電界結合を用い
る方式では給電効率の劣化が懸念される．理論解析により，道路表層を高比誘電率
および低誘電正接とすることで給電効率劣化の緩和が見込めることを示す．高比誘
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電率および低誘電正接を実現する手段として，モルタル内部に鋼繊維を添加するこ
とを提案する．実際に鋼繊維を添加したモルタルパネルを試作し，比誘電率および
誘電正接を測定することで鋼繊維による効果を評価する．最も給電効率が高くなる
ように鋼繊維添加量を調整したモルタルを表層とした 8の次周回電化フロアを試作
する．試作した電化フロア上で，500W級電動カートのバッテリーレス走行実験を
行い，汎用建材による電化フロア構築が可能であることを示す．
次に，表層をアスファルトとした電化道路による走行中ワイヤレス給電の実証実

験について述べる．アスファルトも骨材内部に水分を含有するため，給電効率の低
下が懸念される．そこで高比誘電率および低誘電正接を実現する手段として，アス
ファルト骨材としてセラミックス系骨材を利用することを提案する．実際にセラミッ
クス系骨材を用いた特殊アスファルトを試作し，一般アスファルトと比べ給電効率
が向上することを示す．検討した材料・構造を用いて豊橋技術科学大学内に直線 30m

電化道路を敷設する．4章で述べた遠端全反射可変整合方式を用いることで，定在
波に起因する給電効率低下の解決を図る．敷設した電化道路によるバッテリーを取
り外した 5kW級 EVの走行実験を行い，大電力集電かつ長距離走行が可能であるこ
とを実証する．
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第2章

技術背景

2.1 電化道路電気自動車
電化道路電気自動車 (Electric Vehicle on Electrified Roadway : EVER)は，ワイヤレ

ス給電機能を備えた道路インフラ (電化道路)により，走行中の電気自動車へ電力を
供給するシステムである．EVERのコンセプトを図 2.1に示す．自宅から発車した
EVは近場へ移動する際は搭載した小型バッテリーで走行し，遠方へ移動する際には
電化した幹線道路上を走行することでバッテリーの消費なく移動する．EVERの実
現により電気自動車普及の課題であったバッテリに起因する課題が解決され，電気
自動車普及の促進が期待できる．

図 2.1電化道路電気自動車のコンセプト
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2.2 タイヤ集電方式(Via-Wheel Power Transfer: V-WPT)
EVERによる電気自動車への給電として，我々は電界結合によるタイヤ集電方式

を提案している．タイヤ集電方式の原理図を図 2.2に示す．道路内に埋設された電
極板が，電気自動車のタイヤ内スチールベルトおよびホイールと結合することで電
力を伝送する．これは道路表層のアスファルトとタイヤゴムを電極板で挟んだ構造
となっており，コンデンサと等価とみなすことができる．そのため，送電周波数を
高周波とすることで電気自動車へ送電が可能となる．本方式は，以下に示す利点が
ある．

• 安定した電気結合度
自動車のタイヤは路面に常に接地しているため，埋設した送電電極とタイヤ間
距離もまた一定に保たれる．これは安定した電気結合度を実現し，給電効率の
変動が少いことが期待される．

• 少ない漏えい電磁界
送電電極とタイヤ間の間隔が狭く，かつ空隙がなく誘電体であるタイヤを介し
ているため，原理上電界が周囲へ漏れにくい．さらに，本システムは差動モー
ドによる給電を行うため，左右の送電電極から放射される電磁界を打ち消すこ
とが期待できる．

• 汎用建材で構築可能
OLEVなどが検討しているコイルを道路に埋設する手法と比べ，道路構造が単
純かつ汎用建材で構築が可能であり，かつ磁性体を用いる必要がないことから
安価に構築が可能である．

2.3 kQ積とηmax

ワイヤレス給電による電力伝送系は，方式の違いはあれど送電-受電カプラの関係
は 1つの受動 2ポート回路系とみることができる．受動 2ポート回路の内部にはコ
イルとコイルの結合が存在したり，または平板電極同士の結合，さらにはアンテナ
による伝播といった様々な系を含むことができる．MITによる革命以前のワイヤレ
ス給電においては，結合係数 kを高めることで効率良く電力を伝送できることが知
られていた．しかしMITによる磁界結合/共鳴の発見により，結合係数 kだけではな
く結合系の Qファクタも送電効率に影響を与えることが示された．この関係は kQ
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図 2.2タイヤ集電方式

積と呼称され，kQ積を高めることで電力伝送効率の向上が見込めることがわかって
いる．

kQ積はワイヤレス給電系における電力伝送効率を示す値として重要な役割を持
つが，その値は 0 ∼ ∞の範囲を持ち，その値が効率にどの程度寄与するかは直感
的には判別しにくい．そこでワイヤレス給電系の持つ理論最大効率 ηmaxが提案され
た [31] [32]．ηmaxは受動 2ポート回路網においてその入力および出力部に無損失完
全整合回路を装荷した際の伝達効率を表す．kQ積および ηmaxは以下の式で定義さ
れる．

kQ =
|z21|√
|R|

(2.1)

ρ =
√

1 + (kQ)2 (2.2)

ηmax =
ρ − 1
ρ + 1

(2.3)

2.4 右手左手複合系給電線路
電化道路を長区間敷設する際の課題のひとつに，定在波に起因する電力伝送効率

の低下が挙げられる．定在波とは高周波電源から送電電極遠端に向け進行する波 (進
行波)と，送電電極遠端で反射し返ってくる波 (反射波)の合成波である．送電電極
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の遠端を開放とすると，送電電極遠端部では進行波と反射波の位相が揃い合成波は
最大の振幅を持つ．この位置を定在波腹と呼び，送電周波数の 1/2波長の間隔で周
期的に発生する．しかし送電電極遠端から 1/4波長離れた位置では進行波と反射波
の位相は逆相となり，合成波の振幅は 0となる．この位置を定在波節と呼び，定在
波腹同様に 1/2波長の間隔で周期的に発生する．定在波節の位置では合成波の電圧
振幅は 0となるため，電界結合を利用する我々のシステムでは給電することが不可
能となる．我々のシステムは伝送周波数に 13.56MHzを採用しているため，およそ
11m周期で定在波節が発生する．そのため安定した電力伝送効率を達成するために
は，定在波の抑制が必須である．定在波節による電気自動車への給電効率低下の抑
制として，鈴木らは右手左手複合系給電線路を提案している [30]．この方式は図 2.3

に示すように電化道路内に左手系回路を呼ばれる進相回路を埋設することで定在波
の発生を抑制する．進相回路の入力および出力インピーダンスは電化道路の特性イ
ンピーダンスに等しく，かつ，通過位相を電化道路による位相の変動量とすること
で，全体として位相が変化しないように見せる．

図 2.3右手左手複合系給電線路

左手系回路は CLCまたは LCLの T型回路で構成することが可能であり，その際
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の素子値は以下の式で求められる．CLCの T型トポロジにおいては，

L =
Z0

ω sin ϕ
(2.4)

C = ωZ0 tan
ϕ

2
(2.5)

であり，LCLの T型トポロジにおいては，

L = −Z0

ω
tan

ϕ

2
(2.6)

C = − ωZ0

sin ϕ
(2.7)

となる．ここで，Z0は電化道路の特性インピーダンスであり，ϕは左手系回路を接
続するために分割された電化道路の電気長である．鈴木らは電化道路に左手系回路
を挿入することにより，定在波の発生を抑制し安定的な給電効率が得られることを
実証している．
筆者はこの定在波に起因する電力伝送効率低下の課題について，新たな解決手法

を提案している [33]．提案手法については 4章で詳しく述べる．また筆者は，汎用
建材を用いた走行中ワイヤレス給電実証実験において，左手系回路による定在波抑
制を行った．このことについては 5章で詳しく述べる．
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第3章

非線形インピーダンス測定システムの
開発

3.1 RF回路設計における非線形インピーダンス測定の重
要性

電力伝送効率はあらゆる RF回路設計において最も重要となる設計指標の一つで
ある．RF電源から負荷へ効率良く電力を伝送するには，電源と負荷の間に整合回路
を挿入する必要がある．RF電源と負荷のインピーダンスが共役整合している場合に
効率的なRF電力供給が可能となり，特にRF電力伝送システムでは，通信システム
で要求されるものよりもインピーダンス整合が非常に重要である．これは，たとえ
小さな不整合であっても，大電力システムで許容できないほどの反射を引き起こす
可能性があるためである．反射を最小限に抑えるためには，RF回路設計者は負荷イ
ンピーダンスの挙動に注意を払わなければならない．
負荷のインピーダンスを測定する方法として，kHz帯では LCRメータを，MHz

帯ではインピーダンスアナライザ，GHz帯ではネットワークアナライザが一般的に
用いられている．これらの機器は，入力電力に対し不変なインピーダンスを示す線
形負荷においては期待した期待した測定が可能である．しかし，ワイヤレス給電シ
ステムにおいては線形負荷だけでなく，モーターや電球，整流回路といった非線形
負荷にも電力を供給できる必要がある．非線形負荷は入力される電力に対し非線形
にインピーダンスを変化させるため，上記の測定器では正確にインピーダンスを測
定することができない．なぜなら，上記の測定器は出力可能な電力が最大でも通常
1W程度しかないためである．ワイヤレス給電システムにおいては負荷に入力され
る電力は 100W級，または kW級となることが多いため，効率良く電力を伝送する
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ためにも非線形負荷のインピーダンスを測定するシステムは必須となる．
非線形負荷インピーダンスを測定する方法のひとつに，ソースプル法がある [90]-

[92]．ソースプル法は，可変インピーダンス回路をRF電源と負荷の間に挿入し，反
射電力を観測しながら反復的に反射電力が最小となるインピーダンスを探索する．こ
の手法はあらゆる入力電力に対し動作が可能であるが，探索の性質上負荷インピー
ダンスの測定に時間がかかることが課題である．もうひとつのアプローチとして，
Engenらが提案した 6ポートリフレクトメータがある [93] [94] [95]．この手法もあ
らゆる入力電力に対し動作が可能であるが，負荷インピーダンス測定に 4つのRFパ
ワーメータを用いる必要がある．3つ目のアプローチとして，高出力機能を備えた
VNAを用いることが挙げられる [96] [97]．従来のVNAの機能に加え大電力測定が
行えるため非常に有用であるが，機器本体が高価であることが課題である．
本章では，オシロスコープとメビウス変換を用いた非線形負荷インピーダンス測

定の新たなアプローチを提案する．本手法は大電力が入力されている負荷のインピー
ダンスをリアルタイムに測定が可能である．加え，非常に簡易な構成のため RF電
源から出力した電力はほぼ全て負荷へ到達できる．本手法は電源と負荷の間に測定
周波数の 1/4波長となる伝送線路を挿入し，その両端の複素電圧を観測することで
負荷インピーダンスを計算する．本章では本手法の有効性の検証として，白熱電球
と整流回路を本手法により測定し，整合回路を設計・試作することで反射電力が低
減できることを示す．

3.2 測定理論
3.2.1 メビウス変換
メビウス変換とは，リーマン球面 P(= C ∪ {∞})上の任意の点 zから P上への全単

射となる変換のうちの一つであり，以下の式で定義される [89]．

ψ(z) =
αz + β
γz + δ

， αδ − βγ , 0 (α, β, γ, δ ∈ C) (3.1)

メビウス変換は平行移動，反転，回転，相似拡大と基本的な変換に分解でき，任意
のメビウス変換はこれらの変換を合成することで得られる．またメビウス変換の重
要な性質として，複比の保存則がある．P上の相異なる 4点 z，z1，z2，z3をメビウス
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変換により w，w1，w2，w3の 4点へ変換するとき，その複比は以下の関係を持つ．

(z − z1)(z2 − z3)
(z − z3)(z2 − z1)

=
(w − w1)(w2 − w3)
(w − w3)(w2 − w1)

(3.2)

この性質は，あるメビウス変換において 3つの既知の値を用意することで一般式が
導出できることを示している．

3.2.2 負荷インピーダンス計算理論
図 3.1に測定システムの構成を示す．高周波電源と負荷の間に 4ポート線形回路が

挿入されており，#3および#4で観測される複素電圧を用いることで負荷インピーダ
ンスを測定する．#3および#4はオシロスコープのCh1，Ch2に接続される測定ポー
トであり，負荷に対し大きな抵抗を装荷することで仮想的に開放端としている．従っ
て#3，#4に流れる電流はほぼ 0とみなすことができる (i3 = i4 = 0)．本システムの

図 3.1非線形負荷インピーダンス測定システム

回路方程式は以下の式で表現される．

v2 = −Zli2 (3.3)

v2 = Z21i1 + Z22i2 (3.4)
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ここで電流 i1，i2の比をσとすると，負荷インピーダンスは以下の式となる．

Zl = −Z21σ − Z22,

(
σ =

i1

i2

)
(3.5)

式 (3.5)より，Zlとσにはメビウス変換の関係があることがわかる (式 (3.1)において
γ = 0)．また，#3および#4で観測される複素電圧 v3，v4は以下の式で表される．

v3 = Z31i1 + Z32i2, (3.6)

v4 = Z41i1 + Z42i2 (3.7)

ここで複素電圧 v3，v4の比を ρとすると，

ρ =
v3

v4
=

Z31σ + Z32

Z41σ + Z42
(3.8)

が得られる．式 (3.8)より ρと σはメビウス変換の関係にあることがわかる．Zlと
ρ，ρとσにメビウス変換の関係があることから，Zlとσを結びつけるメビウス変換
が存在することがわかる．従って負荷インピーダンス Zlは#3および#4で測定され
る複素電圧の比から計算可能である．メビウス変換の性質である複比の保存則より，
負荷インピーダンス Zlと複素電圧比 ρは以下の式で関係付けられる．

(Zl − z1)(z2 − z3)
(Zl − z3)(z2 − z1)

=
(ρ − ρ1)(ρ2 − ρ3)
(ρ − ρ3)(ρ2 − ρ1)

(3.9)

ここで任意の 3点を与えることで Zlと ρの一般式を導出できる．今回任意の 3点は
OSM(Open: Zl = ∞Ω，Short: Zl = 0Ω，Match: Zl = ZmΩ)校正により与える．OSM

を装荷した際の複素電圧比をそれぞれ ρo，ρs，ρmとすると，Zlの一般式は以下となる．

(Zl −∞)(0 − Zm)
(Zl − Zm)(0 −∞)

=
(ρ − ρo)(ρs − ρm)
(ρ − ρm)(ρs − ρo)

(3.10)

Zl = Zm
(ρ − ρs)(ρm − ρo)
(ρ − ρo)(ρm − ρs)

(3.11)

3.2.3 測定の確からしさに関する検討
本節では電源と負荷の間に挿入される線形 4ポート回路網のトポロジおよび測定

の確からしさについて考察する．本システムで測定される負荷はあらゆるインピー
ダンスを含むが，どのようなインピーダンスであっても測定の確からしさは公平に
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判定されるべきである．そこで本システムの測定の確からしさMを負荷の相対誤差
と測定電圧の相対誤差の比として式 (3.12)のように定義する．

M =

∣∣∣∣∣∣∣
dρ
ρ

dZl
Zl

∣∣∣∣∣∣∣ =
∣∣∣∣∣Zl

ρ

dρ
dZl

∣∣∣∣∣ (3.12)

ここで，Mが一定値となるような 4ポート回路網のトポロジについて考察する．
測定ポート 3，4で観測される複素電圧の比 ρは以下の式で表現される．

ρ =
v3

v4
=

v1

v2
=

Z11σ + Z12

Z21σ + Z22

(
σ =

i1

i2

)
(3.13)

また，負荷インピーダンス Zlは

Zl = −
v2

i2
= −Z21σ − Z22 (3.14)

となり，式 (3.14)を式 (3.13)に代入することで，

ρ =
Z11Zl + Z11Z22 − Z12Z21

Z21Zl
(3.15)

が得られる．ここで式 (3.15)を式 (3.12)を代入することにより，Mと Zlの関係式が
導かれる．

M =
∣∣∣∣∣− |Z|
|Z| + Z11Zl

∣∣∣∣∣ (3.16)

|Z| = Z11Z22 − Z12Z21 (3.17)

式 (3.16)において，Mが定数値になるためには Z11 = 0が条件であることは自明で
ある．すなわち，Z11 = 0となる回路網を測定系とすることで，Mは常に 1となる．

3.3 実験
3.3.1 4ポート回路網トポロジ
図 3.2に 3.2.3で解析した条件を満たす 4ポート回路網を示す．M = 1の条件を満

たすために，1/4波長の伝送線路を使用する．複素電圧 v1と v2の測定において，測
定器を高電圧から保護するために分圧抵抗 r1および r2を用いている．この 4ポート
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図 3.2実験で用いる 4ポート回路網

回路の Zパラメータは以下の式で表わされる．

Z =
z0R

z2
0 + R2

 z0 − jR

− jR z0

 , (3.18)

R = r1 + r2. (3.19)

ここで，M = 1の条件を満足するためには，R = ∞とする必要がある．しかしその
値は現実には不可能なため，本実験においては r1 = 50 kΩおよび r2 = 50 Ωを用い
ている．この回路構成における Mは以下の式で計算される．

M =
50050

|50050 + Zl|
(3.20)

図 3.3に式 (3.20)をスミスチャート上にプロットしたカラーマップを示す．負荷が開
放に近付くにつれMの値が変化していくことがわかる．スミスチャート内で値が変
動している原因として，測定系内部の損失要因と，電圧測定ポートが完全に開放と
なっていないことが考えられる．
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図 3.3測定系の確からしさのカラーマップ (r1=50kΩ, r2=50Ω)
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3.3.2 定常点灯状態における白熱電球のインピーダンス測定
本システムの実証実験として，40W白熱電球と 100W白熱電球の動作状態におけ

るインピーダンスを測定する．実験構成を図 3.4に，測定風景を図 3.5に示す．PC

とオシロスコープを接続し，リアルタイムにインピーダンスを計算するプログラム
を作成した．図 3.6に自作した校正器を示す．今回用いる送電周波数 13.56MHzにお
いてOpen:∞Ω，Short:0Ω，Match:50ΩとなることをVNAにより確認した．

図 3.4白熱電球測定における回路構成

40W白熱電球に 1Wから 40Wを，100W白熱電球に 1Wから 80Wまで入力した
際のインピーダンス変動を図 3.7に示す．図 3.7より，入力電力を増加させると共に
白熱電球のインピーダンスの実部が増加していることがわかる．これは白熱電球の
物理的特性と一致する．しかし，インピーダンスの虚部に関してはVNAで測定した
値と比べ変動が確認できる．この原因の一つとして，VNAと本システムにおける測
定電力が異なることが考えられる．VNAの入力電力はおよそ 0dBm程度に対し，本
システムの最低入力電力は 1Wである．この違いにより白熱電球の特性が変化して
いることが推察される．また，VNAと本システムでは異なる校正器を用いており，
特に本システムでは自作の校正器を利用している．このことも測定に影響を与える
ことが検討される．
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図 3.5白熱電球のインピーダンス測定風景

図 3.6自作したキャリブレーションキット
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図 3.7スミスチャート上にプロットした白熱電球のインピーダンスの電力依存性
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3.3.3 動作状態にある整流回路のインピーダンス測定
非線形素子を用いた回路のひとつに整流回路がある．整流回路はWPTシステム

を構築するうえで重要となる回路の一つである．高周波電源により出力された電力
はコイルや平行平板などの結合器を介して負荷へ供給される．負荷には白熱電球や
バッテリー，モーターと様々な機器が接続される．白熱電球のように高周波のまま
使用可能な負荷もあるが，バッテリーやモーターは直流入力であることが多いため，
整流回路による高周波から直流への変換が必要となる．整流回路の整流効率を高め
るためには，内部素子の品質や回路トポロジの検討から，整流回路に接続する負荷
の変動を抑制すること，結合器とのインピーダンス整合をとることが挙げられる．
しかし最適な整合回路を作製するためには，使用する電力を入力した状態における
整流回路の入力インピーダンスを測定する必要がある．なぜなら，整流回路は内部
にダイオードといった非線形素子を含むため，入力電力によりインピーダンスが変
動するためである．これまでに述べたように，通常のVNAでは出力電力を調整でき
ないため，大電力入力時における整流回路の入力インピーダンスを測定することは
難しい．そこで提案システムを用い大電力入力時における整流回路の入力インピー
ダンスを測定し，整合回路を試作する．試作した整合回路を用いることで反射電力
が低減することで提案システムの有用性を示す．
図 3.8，図 3.10に試作した整流回路と測定システムの回路構成と実験風景を示す．

Lはチョークコイル，Cは直流入力を抑制するキャパシタである．また，高調波反
射を抑制するために直流共振回路を挿入している．試作した整流回路に 30Wから
170Wまで入力した際の入力インピーダンスを測定した．また，整流効率 ηおよび
反射効率 ηrefを計算した．整流効率 ηの定義式を以下に示す．

η =
Po

Pin
(3.21)

ここで，Pinは整流回路への入力電力，Poutは整流回路からの出力電力である．また，
反射効率 ηrefの定義式を以下に示す．

ηref =
Pref

Pin
, (3.22)

測定した入力インピーダンス，ηおよび ηrefを図 3.11，図 3.12および図 3.13の黒点
に示す．インピーダンス不整合により大きな反射が発生していることがわかる．ま
た，入力電力により反射効率や整流効率が変動していることがわかる．これは整流
回路内部にあるダイオードの非線形性によるものである．
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本システムの有用性を確認するため，100W入力時における入力インピーダンス
をもとに整合回路を試作した．試作した整合回路を整流回路の前段に挿入した．回
路構成を図 3.9に示す．整合回路を挿入した整流回路の入力インピーダンス，整流
効率および反射効率を測定した．入力電力は 70Wから 120Wとしている．測定結果
を図 3.11，図 3.12および図 3.13の赤点に示す．整合回路を挿入することで，整流効
率が 50%から 65%に向上したことがわかる．また，反射効率も 25%から 2.5%まで
低減した．これらの結果より，提案システムによる非線形負荷インピーダンス測定
の有効性および有用性が確認された．

図 3.8提案システムを用いた整流回路のインピーダンス測定系

図 3.9整合回路を装荷した整流回路のインピーダンス測定系
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図 3.10整流回路のインピーダンス測定風景

図 3.11整合回路の有無による整流回路のインピーダンス変動
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図 3.12整合回路の有無による整流効率の変動

図 3.13整合回路の有無による反射電力量の変動
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第4章

遠端全反射可変整合方式

4.1 定在波に起因する電力伝送効率の低下
筆者らがこれまで検討していた走行中ワイヤレス給電系を図 4.1に示す．自動整

合回路が電源と給電線路の間に装荷されている構成となっている．ここで，電源お
よび給電線路は平衡 (差動)である．給電線路の遠端は開放または短絡となっている．
受電器が給電線路上を移動すると電源側からみたインピーダンスが変化するため，
反射を抑えるために自動整合回路が必要となる．しかし，給電線路が伝送周波数の
1/4波長に比べ長距離となると，定在波の影響により電圧または電流が 0となる位置
が発生する (図 4.2)．受電器がこの位置にいると電源からみたインピーダンスの実部
が 0もしくは∞となり自動整合回路による整合が不可能となる．また図 4.3に線路
全長を 13.56MHzにおいて 360°としたときの電源負荷間距離 (電気長)と ηmaxのグ
ラフを示す．ここで横軸は電源負荷間距離の電気長，縦軸は ηmaxである．ηmaxとは，
2ポート回路網の両ポートを無損失整合回路で複素共役整合することで得られる理
論効率である [31] [32]．図 4.3より，給電線路が損失を含む場合，定在波の節におい
て ηmaxが低くなることがわかる．定在波の立ち方は給電線路の終端条件のみによっ
て決定されるため，従来の自動整合回路では定在波節付近による電力伝送効率低下
を回避することができない．既存研究として，鈴木らにより定在波に起因する給電
効率低下抑制手法が提案されている [30]．この方式は左手系回路と呼ぶ移相回路を
電化道路に周期的に埋設することで，定在波の発生自体を抑制するものである．鈴
木らは電化道路に左手系回路を装荷することにより，500W級電動カートの走行中
ワイヤレス給電実証実験に成功している．
本章では，左手系回路とは異なる，筆者が提案した新たな給電効率低下抑制手法

について述べる．
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図 4.1従来の自動整合回路を含んだ電力伝送系

図 4.2定在波による電力伝送効率低下問題
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図 4.3電源負荷間距離 (電気長)と ηmaxの関係

4.2 遠端全反射可変整合
図 4.4，図 4.5に提案回路の構成を示す．給電線路の近端と遠端に可変リアクタを

接続することで整合を行う．近端リアクタの接続は直列，並列どちらかを用いる．定
在波の振舞いが線路の終端条件によって決定されることを利用し，遠端リアクタの
値を適切に設定する．それに加え近端リアクタを用いることで最適整合を行う．以
後本方式を FERMAT(Far-End-Reaction Movement-Adjust Tuning)と呼称する．

図 4.4近端リアクタを直列接続した構成 (直列型 FERMAT)
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図 4.5近端リアクタを並列接続した構成 (並列型 FERMAT)

4.3 FERMATの理論解析
本章では直列型 FERMAT，並列型 FERMAT，さらに遠端リアクタを 1個のみを

用いた遠端型 FERMATについて理論解析を行う．本解析では，給電線路と負荷の結
合方式は電界結合とし解析を行う．従って負荷は給電線路に対し並列に接続される．
また不平衡回路と平衡回路は互いに等価変換可能であるため，本解析では簡単化の
ため不平衡回路とし FERMATの解析を行う．

4.3.1 直列型FERMAT

近端リアクタが直列接続の際の等価回路を図 4.6に示す．理論解析の簡単化のた
めに，線路を無損失とし，位相定数を β[rad/m]で表す．近端リアクタのインピーダ
ンスを jxs[Ω]，線路近端から負荷までの物理長を a[m]，給電線路の特性インピーダ
ンスを z0[Ω]，負荷インピーダンスを zl = rl + jxl[Ω]，遠端リアクタのインピーダン
スを jxt[Ω]とする．また，電源の内部インピーダンス zs = z0とする．ここで，給電
線路の特性インピーダンス z0を基準インピーダンスとしたとき，近端リアクタで整
合をとるための Zinの範囲は図 4.7に示すように基準インピーダンス z0と∞を結ぶ
円周上である必要がある．これを式で表すと，

ℜ{Zin} = z0 (4.1)

の条件となる．この条件を満足する xt が存在すれば，本方式による整合が可能と
なる．
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図 4.6直列型 FERMATの等価回路

図 4.7直列型 FERMATにおいて整合可能となる Zinのスミスチャート上の軌道
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図 4.6における近端からみた入力インピーダンス Zinは，

Zin1 = jz0
xt + z0 tan β(l − a)
z0 − xt tan β(l − a)

= jA (4.2)

zl//Zin1 =
A

{
−Arl + j(r2

l + Axl + x2
l )
}

r2
l + (xl + A)2

(4.3)

= B + jC (4.4)

Zin = z0
B + jC + jz0 tan βa

z0 + j(B + jC) tan βa
(4.5)

となる．式 (4.1)の条件より，

z0
Bz0(1 + tan2 βa)

(z0 −C tan βa)2 + B2 tan2 βa
= z0 (4.6)

が導かれる．上式を xtについて解くと，

xt =
±P + Q + R + S

T
(4.7)

P = z0 sec2 β(l − a)

×
√

z0rl

{(
r2

l + x2
l

)
sec2 βa − z0rl

}
(4.8)

Q = −z3
0 tan β(l − a) (4.9)

R = z2
0

[
xl

{
tan2 β(l − a)

+ 2 tan βa tan β(l − a) − 1}
+rl sec2 βa tan β(l − a)

]
(4.10)

S = z0(r2
l + x2

l )

×
[{

1 − tan2 β(l − a)
}

tan βa

+
{
1 − tan2 βa

}
tan β(l − a)

]
(4.11)

T = z2
0 − z0

[
2xl {tan βa

+ tan β(l − a)} + rl sec2 βa
]

+(r2
l + x2

l ) {tan βa + tan β(l − a)}2 (4.12)

が得られる．ここで Pに注目すると，平方根の中は正である必要があるため，

r2
l + x2

l ≥ z0rl cos2 βa (4.13)

という条件が存在することが分かる．式 (4.13)は，z0を基準インピーダンスとした
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スミスチャート上において，0と z0 cos2 βaを結ぶ円の外側に zlが存在するとき整合
が可能であることを示している．cos2 βa = 1とすると，整合可能範囲は図 4.8のグ
レー領域内 (黒の実線上を含む)となる．近端リアクタ xsの値は以下の式で求めら

図 4.8直列型 FERMATにおいて整合可能となる zlのスミスチャート上の領域

れる．
xs = −ℑ{Zin} (4.14)

また負荷が給電線路近端から電気長で (2n+1)π
2 [rad]の位置にいる時，新たな整合条

件が発生する．このときの Zinは，

tan
(
βl − (2n + 1)π

2

)
= − cot βl (4.15)

より，

Zin1 = jz0
xt − z0 cot βl
z0 + xt cot βl

(4.16)

Zin =
z2

0(rl − jxl)

r2
l + x2

l

− j
z0(z0 + xt cot βl)

xt − z0 cot βl
(4.17)

となり，式 (4.1)より以下の条件式が導かれる．

r2
l + x2

l

rl
= z0 (4.18)
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上式は z0を基準インピーダンスとしたスミスチャート上において，0と z0を結ぶ円の
円周上に zlが存在するとき整合が可能であることを示している．式 (4.13)と式 (4.18)

の条件を踏まえると，負荷がどの位置にいても整合をとるためには式 (4.18)を満足
する必要があることが分かる (図 4.9)．

図 4.9負荷が線路上のどの位置にいても整合可能となる zlのスミスチャート上の軌道

また，xtと xsの関係は式 (4.14)より以下の式で表される．

xs =
z2

0xl

r2
l + x2

l

+
z0(z0 + xt cot βl)

xt − z0 cot βl
(4.19)

4.3.2 並列型FERMAT

近端リアクタを並列接続した際の回路を図 4.10に示す．ここで，給電線路の特性
インピーダンス z0を基準インピーダンスとしたとき，近端リアクタで整合をとるた
めの Zinの範囲は図 4.11の実線上である必要がある．
図 4.11のスミスチャート上において，実線で示した範囲を式で表すと，

ℜ{Z−1
in } =

1
z0

(4.20)

となる．この条件を満足する xtがあれば，本方式による整合が可能となる．
負荷インピーダンスを zl = rl + jxlとしたとき，図 4.10における近端からみた入力
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図 4.10並列型 FERMATの等価回路

図 4.11並列型 FERMATにおいて整合可能となる Zinのスミスチャート上の軌道
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インピーダンス Zinは式 (5)で表される．式 (4.20)の条件より xtは，

xt =
±P + Q + R + S

T
(4.21)

P = z0
√

z0rl tan βa sec2 β(l − a) ×
√{(

r2
l + x2

l

)
sec2 βa − z0rl tan2 βa

}
(4.22)

Q = −z3
0 tan2 βa tan β(l − a) (4.23)

R = z2
0

{
xl tan βa

(
tan βa tan2 β(l − a) − 2 tan β(l − a) − tan βa

)
+ rl sec2 βa tan β(l − a)

}
(4.24)

S = z0(r2
l + x2

l )
[
tan βa tan2 β(l − a) + (tan2 βa − 1) tan β(l − a) − tan βa

]
(4.25)

T = z2
0 tan2 βa + z0

[
2xl tan βa {1 − tan βa tan β(l − a)} − rl sec2 βa

]
+(r2

l + x2
l ) {tan βa tan β(l − a) − 1}2 (4.26)

の式で表現される．ここで Pに注目すると，平方根の中は正である必要があるため，

r2
l + x2

l ≥ z0rl sin2 βa (4.27)

の条件が存在することが分かる．式 (4.27)は，z0を基準インピーダンスとしたスミ
スチャート上において，0と z0 sin2 βaを結ぶ円の外側に zlが存在するとき整合が可
能であることを示している．sin2 βa = 1とすると，整合可能範囲は図 4.8と同様の範
囲で表される．また近端リアクタ xpは，以下の式で求められる．

xp = ℑ{Z−1
in }−1 (4.28)

さらに，負荷が線路近端から電気長で nπ[rad]の位置にいる時，新たな整合条件が
発生する．このときの Zinは，

tan (βl − nπ) = tan βl (4.29)

より，

Zin1 = jz0
xt + z0 tan βl
z0 − xt tan βl

(4.30)

Zin =
jz0zl(xt + z0 tan βl)

zl(z0 − xt tan βl) + jz0(xt + z0 tan βl)
(4.31)
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となり，式 (4.20)の条件から以下の式が導かれる．

r2
l + x2

l

rl
= z0 (4.32)

上式は z0を基準インピーダンスとしたスミスチャート上において，0と z0を結ぶ円
の円周上に zlが存在するとき整合が可能であることを示している．

4.3.3 遠端型FERMAT

本節では，遠端リアクタのみで整合が可能になる条件の有無を探る．図 4.12に遠
端にのみ可変リアクタを装荷した等価回路図を示す．

図 4.12遠端にのみ可変リアクタを装荷した FERMATの等価回路図

遠端リアクタのみで整合を行うためには，以下の条件を満たす必要がある．

ℜ{zl//Zin} = z0 (4.33)

ℑ{zl//Zin} = 0 (4.34)

上式の条件を満たす遠端リアクタ xtは以下の式で表現される．

xt = −
(r2

l + x2
l ){rl + xl tan β(l − a)}

rl{xl − rl tan β(l − a)} (4.35)

ただし，負荷インピーダンスの条件として

r2
l + x2

l

rl
= z0 (4.36)
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が存在する．上式は z0を基準インピーダンスとしたスミスチャート上において，0

と z0を結ぶ円の円周上に zlが存在するとき整合が可能であることを示している (図
4.9)．式 (4.36)を満足するよう負荷インピーダンスを定めれば，負荷がどの位置にい
ても遠端リアクタのみで整合が可能であることが分かる．また，この負荷インピー
ダンス条件は 4.3.1節および 4.3.2節で示した，特定の位置に負荷がいる際の負荷イ
ンピーダンス条件と一致する．

4.4 計算機シミュレーションによる理論検証
4.4.1 遠端型FERMATによる整合
本章では，回路シミュレーションにより遠端型 FERMATの有効性を示す．遠端リ

アクタの値は式 (4.35)を用いて数値計算する．図 4.13の 2ポート回路網において，
Z#1 = z0 = 150Ω，Z#2 = zl = 90 − j73.5Ω，給電線路全長を 13.56MHzにおいて 360°
(電気長)としたときの S 21を図 4.14に示す．横軸を線路の電気長，縦軸を S 21とし
ている．ここでポート 1のインピーダンスは線路の特性インピーダンスと同値とし
ている．すなわち Z#1 = z0，Z#2 = zlである．

図 4.13遠端型 FERMAT(図 4.12)から電源と負荷を取り除いた 2ポート回路網

図 4.14において，実線の波形は，負荷が電気長で 0°となる位置にいる際に整合
するよう xtの値を定めた時，各位置における S 21を表している．その他の破線も同
様に，負荷が 45°，90°の位置にあるときの xtの値の時，各位置における S 21を示し
ている．図 4.14より，負荷の位置が 0°の際，xt = 183.7Ωとすることで整合がとれ
ることが分かる．同様に，45°の際には xt = −1486.4Ω，90°の際には xt = −122.5Ω

とするとそれぞれの位置において整合可能となる．また図 4.15に負荷の各位置にお
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図 4.14 xt=183.7Ω，-1486.4Ω，-122.5Ωのときの S 21の負荷位置特性

ける xt の値を示す．xt のリアクタンス値は −∞から∞の範囲で変化することが分
かる．

4.4.2 線路が損失を含む系における整合誤差の検討
これまでの解析は簡単化のために線路に損失を含まないとしていた．しかし実際

の系には線路損失は存在するため，理論式により求めたリアクタの値に誤差が発生
すると考えられる．本節では誤差の検討として，まず無損失線路で解析した式 (4.35)

を用いて遠端リアクタ xtの値を定める．その後無損失線路を有損失線路に置き換え，
xtをそのまま用いた場合のSパラメータの変化を計算する．シミュレーション条件と
して，図 4.13に示す遠端型 FERMATの 2ポート回路網において，Z#1 = z0 = 150Ω，
Z#2 = zl = 90− j73.5Ωとする．また給電線路全長を 13.56MHzにおいて 1620°(電気
長)とする．
図 4.16に減衰定数αを 0dB/m，0.01dB/m，0.03dB/mとしたときの S 21を，図 4.17

に S 11を，図 4.18に S 22を示す．このとき，負荷の各位置 a[°] (電気長)において，
式 (4.35)を用いて整合を行っているため，無損失線路においては各位置の S 21は 0dB
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図 4.15負荷の各位置における最適リアクタンス xt opt値 (z0 = 150Ω，zl = 90 − j73.5Ω)

となる．図 4.16より，線路損失を含む系では負荷位置が線路遠端に近付くにつれ S 21

が低下することがわかった．また図 4.17，図 4.18より，線路損失が増加するにつれ
反射が増加していることがわかる．α=0.03dB/mのとき最大で-10dB程度の反射が発
生するが，これは電源と給電線路間に従来型の自動整合回路を装荷することで整合
をとることが可能である．

4.5 小型EVERモデルによる実証実験
4.5.1 実験構成

1/32スケールモデル EVERシステムを用いて，FERMAT理論の実証実験を行う．
実験系を図 4.19に示す．給電電極としてアルミテープを，道路表層としてアクリル
板を，下層としてポリエチレンボードを用いている．測定ポート 1におけるGNDは
道路 GNDと銅テープを用いて共通化している．ミニチュアカートの前輪ホイール
に銅テープを貼り付け受電電極としている．金属性の車軸を用い車体内部に電力を
取り込むようにしている．ミニチュアカート前輪部の構造図を図 4.20に示す．
この実験系において，式 (4.35)における遠端リアクタンス xtの値を計算するため
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図 4.16線路に減衰があるときの S 21

に，給電線路 (Power Transmission Line : PTL)の特性と，結合容量を含めた負荷イン
ピーダンスの測定を行う．

4.5.2 給電線路特性測定とパラメータフィッティング
4ポートVNAを用いて給電線路の差動 1ポート Sパラメータを測定した．測定系

を図 4.21に示す．測定周波数は 150MHzから 250MHzで，1001ポイント刻みとし
ている．この周波数にした理由として，本実験系は小型であるため，送電電極-受電
電極間の結合容量が小さいことが挙げられる．
図 4.22に示した等価回路モデルを用いて，PTLのパラメータフィッティングを行

う．Lwはポート 1から PTLまでの配線を表している．パラメータフィッティングの
アルゴリズムには simulated annealingを用い，収束条件は |S meas(1, 1)− S sim(1, 1)| = 0

とした．ここで S meas(1, 1)とは図 4.21の実験系の実測により得られた S 11 であり，
S sim(1, 1)とは図 4.22の等価回路モデルを用いてシミュレーションにより得られた
S 11を示す．
パラメータフィッティングの結果，表 4.1に示す PTLの特性値が得られた．また，
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図 4.17線路に減衰があるときの S 11

図 4.18線路に減衰があるときの S 22
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図 4.19実証実験で用いる 1/32スケールモデル EVER

図 4.20ミニチュアカートの V-WPT構造
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S meas(1, 1)および S sim(1, 1)を図 4.23に示す．図 4.23より，実測値とシミュレーショ
ン値は良好な一致を見せていることがわかる．

図 4.21等価回路モデル作成のための PTL単体の測定

図 4.22パラメータフィッティング用等価回路モデル

4.5.3 車両の位置特性シミュレーション
前節で解析した PTLを用いて車両の位置特性をシミュレーションするために，結

合容量を含めた負荷インピーダンスを測定する．測定系を図 4.24に示す．図 4.21に
おけるPTLをミニチュアカートの持つ前輪タイヤ幅と同等 (35mm)とすることで，結
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表 4.1等価回路モデルにおけるパラメータフィッティング結果
Z0[Ω] ϵr tan δ σ[S/m] Lw[nH]
97.1 1.36 0.0087 8.37e-9 20

図 4.23測定およびシミュレーションにより得られた PTLの S 11
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合容量を含めた負荷インピーダンスを測定した．前節で解析した PTLと，測定した
負荷の Sパラメータを用いて，FERMATを用いた車両の位置特性シミュレーション
系を構築した．回路構成を図 4.25に示す．ここで，負荷の Sパラメータ前段に −Lw

となる素子が挿入されているが，これは図 4.24における測定時に接続されたポート
1から PTLへの配線の影響を消去するためのものである．ポート 2に接続される Zl

の値は結合容量を含めた入力インピーダンス Zwが PTLの特性インピーダンス Z0と
同値となるよう設定した．
図 4.26，図 4.27および図 4.28に遠端リアクタの値を∞Ω, 0 Ω, j100Ω (82nH), and

-j100Ω (8.2pF)とした場合における S 11と S 21の位置特性を示す．図 4.26において，
S 11はX印を始端 (ポート 1側)とし時計周りに回転している．図 4.26，図 4.27およ
び図 4.28より，遠端リアクタを変化させることで定在波腹，節の位置が変化してい
ることがわかる．
また，各遠端リアクタンス値における最大効率位置 (lposにおける定在波腹位置)

を式 (4.35)に代入することでシミュレーションで用いたリアクタンス値が求まるか
検証した．検証結果を表 4.2に示す．表 4.2は理論式とシミュレーションが良好な一
致を見せていることを示している．

図 4.24短い給電線路を用いた結合容量測定
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図 4.25 PTL遠端に可変リアクタを，PTL上にミニチュアカートを配置した等価回路モデル

図 4.26 スミスチャート上にプロットした 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF,
82nH)における S 11のシミュレーション値
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図 4.27 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF, 82nH)における S 11 の位置特性シ
ミュレーション値

図 4.28 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF, 82nH)における電力伝送効率
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表 4.2シミュレーションにより求めた定在波腹位置を式 (4.35)に代入することで得られるリ
アクタンス値

Far-end reactorance xt [Ω]
Maximum-
efficiency
position lpos

[m]

specified in
simulation

calculated
from Eq.
(4.35)

0.35 ∞ 8860
0.68 0 2.59
0.77 100 94.1
0.58 -100 -99.5

4.5.4 車両位置特性測定実験
理論とシミュレーションの妥当性を検証するために FERMATの実証実験を行う．

実験系を図 4.29に示す．VNAの基準インピーダンスはポート 1を 194.2Ω，ポート
2を 14.2 + j255.6Ωとした．遠端リアクタの値としてシミュレーションと同様∞Ω,

0 Ω, j100Ω (82nH), -j100Ω (8.2pF)を用いた．測定周波数は 200MHzである．車両位
置特性の測定結果を図 4.30および図 4.31に示す．実測結果はシミュレーション結果
と傾向が一致していることがわかる．また，表 4.3にシミュレーションと実験にお
いて定在波腹となる車両位置の比較を示す．表 4.3より，シミュレーションと実験に
良好な一致が見られることがわかる．

表 4.3シミュレーションと実測において定在波腹となる位置の比較
Maximum-efficiency position lpos [m]

Reactance
xt [Ω]

simulated measured

∞ 0.35 0.35
0 0.68 0.65
100 0.77 0.7
-100 0.58 0.55

図 4.32に図 4.25のシミュレーション系において遠端リアクタンス値を∞Ω, 0 Ω,

j100Ω (82nH), -j100Ω (8.2pF)とした際の各車両位置における ηmax を示す．ここで
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図 4.29ミニチュアカートの位置における伝送効率測定系

図 4.30 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF, 82nH)における S 11の測定結果
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図 4.31 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF, 82nH)における電力伝送効率測定
結果

ηmaxは以下の式で計算している [31] [32]．

kQ =
|z21|√
|R|
, (4.37)

ρ =
√

1 + (kQ)2 (4.38)

ηmax =
ρ − 1
ρ + 1

(4.39)

図 4.32より，遠端リアクタンス値を変化させることで定在波節の位置を移動させる
ことができるが，節付近における効率低下は避けられないことがわかる．しかし，
複数のリアクタンス値を適切に用いることで図 4.33に示すように車両がどの位置に
いても高い ηmaxを得ることができる．また，図 4.33に実測により得られた |S 21|2位
置特性の包絡線を示す．図 4.33は提案した FERMAT理論を用いて適宜最適な遠端
リアクタンス値を用いることで，定在波節による給電不可能となる位置が発生せず，
かつ ηmaxに近い給電効率が得られることを示している．
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図 4.32 4つの遠端リアクタンス値 xt (Open, Short, 8.2pF, 82nH)における ηmaxの位置特性

図 4.33実測により得られた |S 21|2位置特性の包絡線
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第5章

汎用建材を用いた走行中ワイヤレス給
電の実証実験

5.1 モルタル舗装8の字電化フロア
5.1.1 屋内における走行中ワイヤレス給電 (電化フロア)

電化道路技術の展開先のひとつに，生産施設内を走行する自動搬送車両 (Auto

Guided Vehicle: AGV)や電動フォークリフトへの給電がある．AGVや電動フォー
クリフトも電気自動車同様バッテリーにより駆動するため，充電の手間や待機台数
の確保といった課題がある．これらの電動車両も走行中に給電を可能とすることで，
充電の課題を解決し 24時間連続走行を実現することができる．本章では，生産施設
のような屋内を走行する電動車両向け電化道路 (以下，電化フロアと呼称する)の実
現について検討を行う．

5.1.2 電化フロアに要求される表層材料特性
生産施設内に敷設される床材にはモルタルがよく用いられる．モルタルはセメン

ト，砂，水を練り混ぜて作製する汎用建材である．ただしモルタルは精製過程にお
いて水を用いるため，誘電損失が増加し集電効率の低下が懸念される．このことに
ついて理論的に検討する．

V-WPT方式の断面構造を図 5.1に示す．GND板，基層，電極板，表層，タイヤか
ら成り，電極板とタイヤ内のスチールベルトが容量結合することで高周波電力を伝
搬することが可能となる．WPTにおいて電力伝送効率は非常に重要な要素であり，
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この構造においては，電極-スチールベルトに挟まれた表層の電気特性が電力伝送効
率を左右する．図 5.1の等価回路を図 5.2に示す．ここで R1は左右電極間の誘電損
失を表す抵抗，C1は左右電極間の結合容量，R2は埋設電極と表層間の誘電損失を表
す抵抗，C2は埋設電極と表層間の結合容量，R3は表層とタイヤ内スチールベルト間
の誘電損失を表す抵抗，C3は表層とタイヤ内スチールベルト間の結合容量を表して
いる．図 5.2における kQ積は以下の式で表わされる．

Z =
R1

1 + jωC1R1

1 1

1 1

 + 2R2

1 + jωC2R2

0 0

0 1

 + 2R3

1 + jωC3R3

0 0

0 1

 (5.1)

kQ =

√√√√ R1

(
1 + ω2C2

2R2
2

) (
1 + ω2C2

3R2
3

)
2{R2

(
1 + ω2C2

3R2
3

)
+ R3

(
1 + ω2C2

2R2
2

)
}

(5.2)

式 (5.2)より，C1は kQ積に影響を与えないことがわかる. また，R1が増加すること
で kQ積が増加すること，R2が増加することで kQ積が増加することがわかる．同様
に，表層材料の比誘電率が増加するとC2が増加し kQ積が増加する．したがって，高
効率な電力伝送のためには表層材料には高比誘電率および高抵抗が求められる．一
方，給電線路が長距離となると，高比誘電率の表層材料を用いても電磁波の伝搬に
伴う減衰量が増加する懸念がある [98]．そこで電磁界シミュレーションを用いて長
距離給電線路におけるV-WPT機構の集電効率を解析した．解析した構造を図 5.3に
示す．シミュレーションにおける給電線路長を 10mとした．その基層は表層材料の
みの影響を観察するため，発泡系建材 (比誘電率 1，誘電正接 0）とした．また，文
献 [86]により提案されている左右電極間に目地を儲けた構造とした．遠端に集電用
タイヤを配置し，タイヤゴムの比誘電率を 7，誘電正接を 0.3とした．表層の誘電正
接を 0.2と固定し，比誘電率を 2 ∼ 20と変化させた際の ηmaxを解析した結果を図 5.4

に示す．解析した範囲内において，表層材料が高比誘電率となることで ηmaxが向上
する．そのため，高比誘電率となる表層材料を開発することで高い伝送効率が期待
できる．

5.1.3 電化フロア用表層材料開発
前節で述べたようにモルタルは内部に水分を含むため，誘電損失が増加し集電効

率の低下が懸念される．また，理論検討により表層材料は高比誘電率となることが望
ましい．そこで高比誘電率および低誘電正接を同時に達成する新たなモルタルを提
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図 5.1タイヤ集電方式の断面図

図 5.2 V-WPTの等価回路図
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図 5.3 10m伝搬損失と集電損失を考慮した ηmaxを解析するための構造

図 5.4 10m伝搬損失と V-WPT損失を考慮した ηmaxの解析結果
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案する．これまでにコンクリート構造物に導電性材料を添加することで比誘電率お
よび誘電正接が変化することが示唆されている [100]．今回，モルタル内部に綱繊維
を添加することで，高比誘電率および低誘電正接を実現する．ここで鋼繊維とは，ス
チール製の線材であり，今回径 0.2mm，長さ 13mmの材料を使用する．配合する鋼繊
維の量は超高強度繊維補強コンクリート (UFC: Ultra High Strength Fiber Reinforced

Concrete)を基準とする．綱繊維入りモルタルパネルとUFCパネルを図 5.5に示す．
C1は混入する綱繊維量をUFCを基準として0%，C2は25%，C3は50%，C4は75%，
C5は 100%含有したモルタルであり，DはUFCである．

図 5.5試作したモルタルパネルおよび UFCパネル

図 5.5の材料について，平行平板法により比誘電率と誘電正接を測定した．測定
系を図 5.6に示す．ワイヤレス電力伝送は ISM帯を用いることが望ましいため，測
定周波数は ISM帯 (6.78MHz，13.56MHz)を含む 5MHz∼15MHzとした．インピー
ダンスアナライザによる測定結果を表 5.1，図 5.7，図 5.8に示す．表 5.1より，綱繊
維をUFC基準で 100%含有したモルタル (C5)はUFCやC1と比べ高比誘電率となる
ことが明らかになった．また，鋼繊維の混入量を多くするほど誘電正接が低下する
ことが明らかになった．式 (5.2)より，C5を表層材として使用することでV-WPTの
集電効率の改善が期待できる．
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図 5.6平行平板法による試料の比誘電率および誘電正接測定

表 5.1 13.56MHzにおける試料測定結果
frequency C1 C2 C3 C4 C5 D

13.56MHz ϵr 6.02 12.5 12.6 17.0 16.8 6.09
tan δ 0.51 0.43 0.28 0.32 0.22 0.14

図 5.7試料の比誘電率測定結果
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図 5.8試料の誘電正接測定結果

5.1.4 電化フロアの構造設計
前章では，鋼繊維を配合したモルタルにより高比誘電率および低誘電正接を実現

できることを明らかにした．式 (5.2)より，表層材料の比誘電率が増加すると電力伝
送効率は増加するが，フロア内のエネルギー伝搬時に波長短縮による定在波節の増
加が懸念される．定在波節付近においてはエネルギー集電効率がほぼ 0となるため，
定在波節の増加は平均的な集電効率の低下につながる．本章では，表層を提案する
材料 (C1∼C5)，基層を発泡系材料とした際のエネルギー伝搬時における損失および
定在波の影響について電磁界シミュレーションにより確認する．断面構造を図 5.9

に，側面図を図 5.10に，解析諸元を表 5.2に示す．

表 5.2シミュレーション諸元
frequency 5 ∼ 15MHz
electrode iron

road length 10m
surface layer material C1 ∼ C5, D

bottom layer Styrene foam
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図 5.9電磁界シミュレーション用断面構造 (正面)

図 5.10電磁界シミュレーション用断面構造 (側面)
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電磁界解析ソフトを用いて，図 5.10の 2ポート回路網における最大有能電力効率
ηmaxを計算した．図 5.11に ηmaxの周波数特性を示す．この結果より，鋼繊維を配合
することで高い伝搬効率を得られることが明らかになった．また，図 5.12に表層を
空気とした直線路と，表層を C5材料とした直線路について，道路内における電界
分布を示す．この時，#2は解放端とし解析した．表層を空気とした場合，#2側から
定在波節までの距離は 4.66mだが，表層を C5材料とすることで 3.63mと 2割程度
の波長短縮が生じていることが分かる．

図 5.11直線 10m電化フロアの ηmax特性

さらに，電力伝送効率を向上する手段として，左右電極間に空隙を設ける．表層
にC5材料，基層に発泡系材料を用いた電化フロアの左右電極間に空隙を設け，電磁
界シミュレーションによる ηmaxの解析により最適化設計を行った．シミュレーショ
ン系を図 5.13に示す．図 5.9の断面構造と同様の寸法となっており，左右電極間に
空隙を設ける構造となっている．ここで空隙幅は 1cm，5cm，10cmとしシミュレー
ションを行った．図 5.14に空隙を設けた場合の ηmaxを示す．図 5.14より，空隙を
5cm以上とすることで高い伝搬効率を得られることが分かる．これらの結果より，表
層を C5材料，基層を発泡系材料，左右電極間に 5cmの空隙を設けることで高い伝
搬効率となる電化フロアが設計できた．
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図 5.12表層を空気および C5材料とした電化フロアの電界分布

図 5.13空隙をいれた断面構造



第 5章 汎用建材を用いた走行中ワイヤレス給電の実証実験 68

図 5.14左右電極間に空隙を設けた電化フロアの ηmax特性

5.1.5 8の字周回走行路
前章で設計した電化フロアを基に，8の字周回走行路を試作した．1周の長さはお

よそ 24mとなっている．図 5.15に写真を，図 5.16に配置図を，図 5.17にその断面
構造を示す．表層にC5材料，基層に発泡系材料を使用しており，給電効率向上のた
め左右電極間に 5cmの空隙を設けている．この電化フロアは終端を開放端としてお
り，中央から給電を行う．ただし，1/4周を 1セクションとし，給電部も 4点として
いる．そのため本電化フロアは 4つの独立した電化フロアを組み合わせた系となっ
ており，カートの位置に応じて給電点を切り替える構造となっている．
また，定在波節による給電効率低下の解決として，1セクションを 3分割し，その

接続部に左手系回路 [30]を挿入する．ここで左手系回路とは，給電線路による位相
遅れを補償することで，定在波の発生を抑制する回路である．左手系回路のトポロ
ジをハイパス T型とすると，その素子値は以下の式で表される．

L =
Z0

ω sin ϕ
(5.3)

1
C
=

ωZ0

2
tan

ϕ

2
(5.4)



第 5章 汎用建材を用いた走行中ワイヤレス給電の実証実験 69

分割したセクションの通過移相をネットワークアナライザを用いて測定した．測定の
結果，線路の特性インピーダンスが 84Ω，ϕ1の区間で通過位相 58.5deg，ϕ2の区間で
通過位相 72degが得られた．これらの値を用いて左手系回路を設計した．設計した
左手系回路を図 5.18および図 5.19に示す．また左手系回路の有無による集電効率の
ηmaxを図 5.20に示す．測定点は図 5.16に示す 5点である．ネットワークアナライザ
を用いて測定した Sパラメータから ηmaxを算出した．また測定周波数は 13.56MHz

とした．図 5.20より，左手系回路を挿入することで定在波節の発生を抑制し，どの
位置においても 50%程度の給電効率が得られた．

図 5.15 8の字周回走行路外観

5.1.6 走行実験
これまでの結果を踏まえ，走行実験のための回路を設計・試作した．構造図を図

5.21に示す．従来電動ビークルに搭載されていたバッテリーは全て取り外しており，
車載回路として，整合回路，整流回路，電圧電流レギュレータ，瞬断補償回路が搭
載されている．駆動用モーターは従来搭載されていたモーターを使用している．瞬
断補償回路は，中央給電部の電極板が敷設されていない区域を通過するための回路
であり，キャパシタにより構成されている．試作した車載回路を電動ビークルに搭
載し，全周における効率測定を行った．測定系を図 5.22，図 5.23に示す．
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図 5.16 8の字周回走行路の電極配置図 (上面図)

図 5.17 8の字周回走行路 (断面図)
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図 5.18 ϕ1区間における左手系回路

図 5.19 ϕ2区間における左手系回路
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図 5.20左手系回路による定在波抑制

図 5.21システム全体のブロック図
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図 5.22電動ビークルが右上のセクション上にある時のポート接続図

カートが図 5.22のように右上のセクション上にいる時は#1は右上の電極に接続さ
れる．またカートが図 5.23のように右下のセクション上にいる時は#1は右下の電極
に接続される．カートが左上，左下のセクション上にいる時も同様に#1の接続を切
り替えて測定する．測定点は図 5.24に示すように 20点とした．図 5.25より，左手
系回路により定在波節が発生せず，一定の効率で給電可能であることが示されてい
る．測定点 2の地点で測定した Sパラメータより，2ポート同時整合を用いて整合
回路を設計した．整合回路装荷後のV-WPT効率 ηを図 5.25に示す．ここで，

η = |S 21|2 (5.5)

である．図 5.25より，電動ビークルがどの位置にいても 40%程度の効率で給電可能
であることが示されている．ビークルポジションによる効率のばらつきの要因とし
て，左手系回路の試作誤差，車軸から電力を取り出すベアリングの接触状態変動，各
セクションの分割区間長の不均一性，埋設電極の曲率半径の不均一性，などが考え
られる．最後に有人による電動ビークル走行実験を行った．実験風景を図 5.26に示
す．RFインバータの出力周波数は 13.56MHz，出力電力は 250Wである．走行実験
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図 5.23電動ビークルが右下のセクション上にある時のポート接続図

の結果，時速 5kmで電動ビークルが継続走行し，一般表層によるV-WPT方式を用
いた走行中給電システムが実証された．

5.2 アスファルト舗装電化道路
5.2.1 道路材料・構造検討
本節ではアスファルトを表層とした電化道路を敷設し，5kW級 EVのワイヤレス

給電によるバッテリーレス走行を実証する．前節における検討の結果，電化道路に
おいて高い電力伝播効率を得るためには道路表層を電気的損失の少ない材料で構築
する必要があることが示された．アスファルト内部に使用される骨材も水分を含有
するため，通常のアスファルト舗装では集電効率の低下が懸念される．そこで高比
誘電率および低誘電正接を実現する手段として，アスファルトの骨材としてセラミッ
クスを利用することを提案する．平行平板法により，アスファルト骨材として利用
される一般砕石と提案するセラミックス系砕石の比誘電率および誘電正接を測定し
た．表 5.2.1に一般砕石とセラミックス系砕石の測定結果を示す．比誘電率は概ね同
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図 5.24電力伝送効率測定点

図 5.25各測定点における V-WPTの効率 η
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図 5.26走行実験の様子
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等であるが，セラミックス系砕石の誘電正接が明らかに低い値である．これは，一般
砕石と比べセラミックス系砕石には含水量が少なく，また吸水もほぼないためと考
えられる．したがってセラミックス系砕石を用いることで電化道路内をエネルギー
が伝播する際の損失を低減できると考えられる．

表 5.3一般砕石およびセラミックス系砕石の比誘電率，誘電正接測定結果
材料 比誘電率 誘電正接
一般砕石 2.95 0.127

セラミック系砕石 2.29 0.004

そこで，一般砕石を骨材としたアスファルト板とセラミックス系砕石を主な骨材
とした特殊アスファルト板を試作し，その電気特性をVNAを用いた平行平板法によ
り評価した．電気特性の測定結果を表 5.2.1に示す．表 5.2.1より，特殊アスファル
トの誘電正接が一般アスファルトと比べ極めて低い値となることがわかる．この結
果は EVへの給電効率の面で特殊アスファルトが明らかに有利なことを示している．

表 5.4一般砕石およびセラミックス系砕石を用いたアスファルトの比誘電率，誘電正接測定
結果

材料 比誘電率 誘電正接
一般アスファルト 6.44 0.33
特殊アスファルト 4.97 0.01

さらに，表 5.2.1の値を用いて直線 25m電化道路の電力伝播効率シミュレーショ
ンを行った．図 5.27に電化道路の断面構造を，図 5.28にシミュレーション結果を示
す．シミュレーションの結果，25m伝播時の ηmaxは一般砕石および一般アスファル
トで構築した電化道路では 18%，セラミックス系砕石およびそれを骨材とした特殊
アスファルトで構築した電化道路では 96%となることが明らかとなった．

図 5.27解析した電化道路断面構造
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図 5.28シミュレーションによる 25m伝播時の ηmax
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これら検討を基に直線 30m電化道路を設計した．この電化道路は図 5.29に示すよ
うに，端部から 10mの位置に給電点を備えており，10m電化道路と 20m電化道路と
に分割されている．これは本実証実験において，まず 10m距離で実証実験を行い，
次に 20m，最後に 30mと道路長を拡張できるようにしたためである．

図 5.29敷設した電化道路の送電電極

施工写真を図 5.30-図 5.34に示す．まず一般砕石を敷設し，下層路盤を形成した
（図 5.30）．次に下層路盤上にグランド板を施工した（図 5.31）．グランド板は下層
路盤上に敷設する電化道路への地盤からの電磁波の影響をシールドする役目がある．
今回グランド板として敷鉄板を用いた．敷設したグランド板上にセラミックス系砕
石などで構成される基層及び電極線路を 30m施工し（図 5.32，図 5.33），表層とし
て特殊アスファルトを施工（図 5.34）した．特殊アスファルト構造は，誘電損失が
少ない材料としてセラミックス系骨材を採用した．セラミックス系骨材は通常の道
路にも用いられており，普通自動車の通過輪数 10万回の強度を有することが道路舗
装会社（大成ロテック株式会社）による検討によって明らかになっている．

5.2.2 FERMATによる給電効率の安定化
敷設した電化道路の 10m区間について，表層の特殊アスファルト敷設前と敷設後

における ηmaxをVNAを用いて測定した．測定結果を図 5.35に示す．結果，10m伝
播において表層なしの状態で 79.4%，表層ありで 75.1%となることがわかった．表層
を敷設することで伝播効率が低下した要因はアスファルトによる損失だと考えられ
る．また，シミュレーションと比べ伝播効率が 20ポイント低下している．この要因
のひとつとして，施工時において道路内部に水分等が含有されたことが考えられる．
敷設した電化道路を用いてV-WPTによる集電効率の位置特性の ηmaxを評価した
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図 5.30下層路盤形成

図 5.31グランド板施工



第 5章 汎用建材を用いた走行中ワイヤレス給電の実証実験 81

図 5.32基層施工

図 5.33送電電極施工
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図 5.34特殊アスファルトによる表層施工

結果を図 5.36に示す．集電効率の ηmaxは最大で 36%となり，最低で 1%となること
が明らかとなった．伝播効率と比べ集電効率が低下した原因としては，タイヤのゴ
ムによる損失が考えられる．また，定在波の影響により集電効率が周期的に変化し
ていることがわかる．
定在波に起因する効率低下を抑制するため，4章で提案した遠端全反射可変整合

(FERMAT)方式を用いる．検討の結果，終端条件としてオープン，j23Ω，j72Ωとす
ることで EVがどの位置にいても安定した給電効率が得られることがわかった．所
望のリアクタンス値となるよう 10D-FBの同軸ケーブルを用いたスタブを試作した．
これらのスタブを電化道路遠端に接続し (図 5.37)，V-WPTの位置特性を測定した．
測定結果を図 5.38に示す．図 5.38より，遠端リアクタンス値を適切に切り替えるこ
とで，EVがどの位置にいても ηmax = 25% ∼ 35%と，安定した給電効率が得られる
ことがわかる．

5.2.3 走行中ワイヤレス給電実証実験
これまで検討した結果を用いて，直線 10mのバッテリーレス走行実験を行った．

全体のシステム構成を図 5.39に示す．13.56MHzの RF電源から出力された電力は
LPFを介し高調波を遮断する．その後バランにより差動モードとして伝播され整合
回路に入力される．整合回路の出力端は電化道路に埋設された電極に接続される．
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図 5.35 10m電化道路の伝播効率 ηmax

図 5.36 10m電化道路における V-WPTの ηmax
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図 5.37試作した FERMATシステム用スタブ

図 5.38 FERMATシステムを用いた際の V-WPTの ηmax
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小型 EVは電化道路上にあり，タイヤを介して高周波電力を受電する．車内に伝送
された電力は車載回路 (整合回路，バラン，RF整流回路，電流レギュレータ)を介し
て EVのインバータモータに入力される．また，電化道路遠端には FERMATシステ
ムを装荷し定在波による効率低下を抑制している．実験風景を図 5.40に示す．実証
実験の結果，インバータ出力を 3kWとしたとき DC出力 900Wを得ることができ，
RF-DC効率 30%を達成した．

図 5.39システム構成

図 5.40バッテリーレス走行実験の様子
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第6章

結論

本論文では，電化道路電気自動車 (Electric Vehicle on Electrified Roadway: EVER)シ
ステムの高効率化のために能動回路の動作状態におけるインピーダンス測定の新手
法や EVER実用化に向けた一般建材を用いた電化道路構築の検討について述べた．

2章では，EVERのコンセプト，タイヤ集電機構，kQ積，ηmaxといった本論文に
おける背景技術について説明した．

3章では，オシロスコープとメビウス変換を活用した電力依存負荷インピーダンス
測定の新たなアプローチを示した．理論解析により，線形 4ポート回路網を使用する
ことで，線形および非線形回路のインピーダンスをリアルタイムに測定できること
を示した．提案システムの有用性および有効性の検証のため，白熱電球と整流回路
による実証実験を行った。100W級白熱電球に 1Wから 80Wまで入力した際の入力
インピーダンスの変化を提案システムにより測定した．測定の結果，電力を大きく
するにつれ白熱電球のインピーダンスの実部が増加していることがわかった．これ
は白熱電球の物理的特性と一致する．また，インピーダンスの虚部に関してはVNA

で測定した値と良好な一致が確認できた．このことより，本システムによる非線形
インピーダンス測定が可能であることが示されたさらに，100W入力時における整
流回路の入力インピーダンスを測定し，その値から整合回路を試作した．試作した
整合回路を装荷することで，整流効率の向上および反射電力の低減がパワーメータ
により確認できた．これらの結果より，提案システムの有用性および有効性を確認
した．

4章では，給電線路の近端および遠端に可変リアクタを装荷することで，線路上の
任意の位置に負荷が移動したときに，その位置に定在波腹を追従させる新たな整合方
式 (Far-End Reactance MATching: FERMAT)を提案した．理論解析により近端リアク
タを直列接続した直列型 FERMAT，近端リアクタを並列接続した並列型 FERMAT，
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遠端のみにリアクタを装荷した遠端型 FERMATの整合条件を明らかにした．給電
線路の特性インピーダンスと負荷インピーダンスに特定の関係があれば遠端リア
クタのみで整合が可能であることがわかった．給電線路に損失を含めた系について
整合誤差を検討した．線路損失 α=0dB/m，0.01dB/m，0.03dB/mとし，線路全長を
13.56MHzにおいて 1620°(電気長)としたときについて数値的に解析した．その結
果，α=0.03dB/mのとき S 11および S 22は最大で-10dB以内に維持できることがわかっ
た．従って FERMATを用いることにより，たとえ線路に損失がある場合でも給電線
路前段に簡易な自動整合回路を挿入することで整合がとれる範囲にまで反射が抑圧
できるということが理論的に示せた．また，1/32スケールモデルによる実証実験を
行った．給電線路長は 1mとし，給電電極としてアルミテープを，道路表層として
アクリル板を，下層としてポリエチレンボードを用いて構成した．構成した給電線
路の特性を 4ポートVNAにより測定し，回路シミュレータによるパラメータフィッ
ティングを用いて等価回路モデルを作成した．作成した等価回路モデルは実測値と
良好な一致を見せることを確認した．ミニチュアカーのタイヤと給電線路の結合容
量を測定し，作成した給電線路の等価回路モデルと組合せ FERMATを用いた車両の
位置特性シミュレーションを行った．遠端リアクタの値を∞Ω, 0 Ω, j100Ω (82nH)お
よび-j100Ω (8.2pF)とした際に定在波腹と節の位置が変化することを確認した．遠端
リアクタの値としてシミュレーションと同様∞Ω, 0 Ω, j100Ω (82nH), -j100Ω (8.2pF)

を用いて車両の位置特性を測定した．結果，シミュレーションと実験に良好な一致
が見られ，提案手法の妥当性が確認された．

5章では，一般建材モルタルを表層材とした屋内向け電化道路 (以下電化フロア)

の実証実験について述べた．V-WPT方式の理論解析により，高比誘電率または低誘
電正接の表層材料を開発することで高い集電効率を得られることを示した．集電効
率向上のため，モルタルに綱繊維を添加することで高い比誘電率を得られることを
明らかにした．特に鋼繊維の添加量を超高強度繊維補強コンクリートと同等とする
ことで，無添加と比べ誘電正接が 0.51から 0.14まで低減できることを示した．開発
した材料を表層材とした電化フロアの電磁界解析を行い，高い電力伝播効率を得ら
れる断面構造を明らかにした．これらの検討を基に，右手左手複合系 8の字周回電
化フロアを試作した．各位置におけるV-WPTの ηmaxは 40%程度となり，継続給電
が可能であることが示された．整合回路，整流回路，電圧電流レギュレータ，瞬断
補償回路を試作し，電動カートに搭載し走行実験を行った．走行実験の結果，時速
5kmで電動カートが継続走行し，一般表層による EVERシステムが実証された．
また，アスファルトを表層とした電化道路の材料および断面構造について検討し

た．まず電化道路の電力伝播効率を高めるため，アスファルトに用いられる骨材に
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ついて検討した．通常のアスファルトに使用される骨材 (一般骨材)の比誘電率およ
び誘電正接を測定した結果，比誘電率は 2.95，誘電正接は 0.127となることがわかっ
た．この結果より一般骨材は誘電正接が大きく，電化道路内の電力損失が大きくな
ることが懸念された．そこで新たな骨材として，セラミックス系砕石の使用を検討
した．セラミックス系砕石の比誘電率および誘電正接測定の結果．比誘電率は 2.29

となり，誘電正接は 0.004となることが明らかとなった．この結果よりセラミック
ス系砕石を骨材として用いることで電化道路の効率向上が期待された．また，一般
骨材とセラミックス系骨材を用いたアスファルトを試作し，それぞれの比誘電率お
よび誘電正接を測定した．結果，一般骨材を用いたアスファルトの比誘電率は 6.44，
誘電正接は 0.33となった．また，セラミックス系骨材を用いたアスファルトの比誘
電率 4.97は，誘電正接は 0.01となることがわかった．さらに，これらの結果を用い
て直線 30m電化道路の電力伝播効率シミュレーションを行った．結果，セラミック
ス系骨材を電化道路の基層および表層アスファルトの骨材として用いることで，電
力伝播効率の ηmaxは 96%となることが示された (一般骨材を用いた場合の電力伝播
効率は 18%)．セラミックス系骨材を用いて豊橋技術科学大学構内に直線 30m電化
道路を敷設した．敷設した電化道路は 10mと 20mの分割された 2つの電化道路で
構成されている．これは，走行路を 10mから 30mまで段階的に走行実験を行える
ようにするためである．まず，10m電化道路における電力伝播効率の ηmaxを測定し
た．測定の結果，ηmaxは 75.1%となりシミュレーションと比べ 20ポイントの低下が
みられた．この原因として，電化道路施工は複数日において行われており，かつ施
工日付近は天候が悪く，小雨も降っていたため表層アスファルト敷設前に水分が入
りこんだ可能性がある．敷設した電化道路上に小型 EVを載せ，V-WPT効率の ηmax

の位置特性を評価した．結果，最大で 35%の効率が得られるが，定在波の影響によ
り効率が 0%となる点も発生した．そこで，FERMATシステムによる伝送効率の安
定化を図った．電化道路遠端を開放， j23Ωおよび j72Ωとすることで定在波腹と節
の位置を変化させ，給電効率を 25%から 33%の範囲に収めることに成功した．これ
により安定した電力供給を実現し，小型 EVのバッテリーレス走行に成功した．
今後の展望として，まず非線形負荷インピーダンス測定システムの広帯域化が望

まれる．現状では提案システムは λ/4線路により線形回路網を構築しているため，能
動回路から発生する高調波を同時に測定するには課題がある．また，1ポート回路
のみ測定が可能なため，今後多ポート化への拡張が望まれる．さらに，今回提案し
た測定の確からしさの指標Mでは，その数値に定量的な意味が見出しにくいことが
課題であり，さらなる検討が望まれる．次に，定在波に起因する給電効率低下の課
題については，現状の FERMAT理論では電化道路上を移動する車両は 1つと限定し



第 6章 結論 89

ている．今後実用化を目指す上で，電化道路上に乗る車両が複数台となることは必
至である．それらの車両に対し，定在波の影響なく安定して電力を供給させるシス
テムの構築が実用化に向けて大きな課題となる．また，FERMAT理論は電化道路上
の車両の位置を把握することが条件になっている．そのためセンサ等によりリアル
タイムな位置測位が必要となること，さらに遠端リアクタンスの動的制御が必要と，
システムが大掛かりになることが懸念される．今後，左手系回路のように受動回路
で構成され，FERMATのように道路に周期的に埋設することのない定在波抑制手法
が望まれる．さらに，本論では屋内向け電化道路 (電化フロア)表層材料として，鋼
繊維を配合したモルタルを提案し誘電正接が低下することを示したが，その値は未
だ十分とはいえない．今後の長距離化を狙うにあたり，さらなる材料・構造検討が
必要である．
本研究を進めるにあたり，高周波回路理論はもちろん，線形/非線形回路を正しく

測定することの難しさ，道路を敷設するにあたり機械的な強度と電気的な性能を両
立するための材料・構造検討など非常に多岐に渡る視点からワイヤレス給電技術を
眺めることができた．どのような技術もそうだが，ワイヤレス給電技術にしてもさ
まざまな基礎技術の上に成り立っており，それらを横断的 (もちろん全てではない
が)に学ぶことができたことは非常に得難い経験であった．今後は，これまでに得ら
れた知見を活かしワイヤレス給電のみならずあらゆる電気/電子回路へ研究の手を伸
ばしていくつもりである．
本研究で明らかとなった知見や成果が今後のみなさまの研究，開発の有益な情報

となることを期待し総括とする．
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